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基本方針について 
 

１．基 本 方 針 

   公益社団法人として、公益認定基準を遵守しつつ、本会の設

立の趣旨を踏まえた公益目的事業を積極的に展開することとす

る。 

   特に、廃棄物行政が抱える共通の課題の解決に向け、国への 

  要望活動や意見表明、情報発信、技術支援などの諸事業に取り 

組むこととする。 

２．重 点 事 項 

  (1) 政策要求・提言活動の強化 

    (2) 情報発信の充実強化 

    (3) 財政基盤の強化及び簡素で効率的な組織運営 
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事業計画 

Ⅰ  管理運営 
  １．会議 

   (1) 総  会 
     ①定時総会 

      日  時 令和 8 年 5 月下旬（ 5 月 28 日（木）開催予定） 
      場  所 前橋市（群馬県）、マック・スクエア スワン（前橋商工会議所会館） 

      主な議事 令和 7 年度業務執行報告について 

           各地区協議会提出要望事項について 

           決議・要望の決定について 

           令和 7 年度決算について 

           理事・監事及び評議員の選任について 

           令和 8 年度事業計画及び活動計画書について 

           令和 9 年度定時総会・春季評議員会開催都市について 

                   （令和 9 年度は近畿地区協議会内で開催予定） 

      講 演 等 ①最近の廃棄物行政について（講師：環境省） 

           ②自治体報告（講師：前橋市） 

     ②臨時総会 

      臨時総会は、状況に応じて、秋季評議員会の開催に合わせて開催する。 

   (2) 評議員会 

    ①秋季評議員会 

     日  時 令和 8 年 11 月上旬（ 11 月 4 日（水）開催予定） 
     場  所 宇都宮市（栃木県）、ライトキューブ宇都宮 

     主な議事 令和 8 年度上期業務執行状況及び活動計画報告について 

          令和 9 年度事業計画及び活動計画の考え方について 

          令和 9 年度秋季評議員会開催都市について 

                （令和 9 年度は北海道・東北地区協議会内で開催予定） 

     講 演 等 ①廃棄物行政の動向について（講師：環境省） 

          ②自治体報告（講師：宇都宮市） 

   (3) 理 事 会 

     回数・場所 年 5 回程度 東京又は総会、評議員会開催都市 理事 25 名 

     主 な 議 案 総会での決定事項の執行 

           総会に付議すべき事項 

           規程の制定及び改廃等 

  ２．大規模災害支援 

     被災地からの支援要請並びに環境省からの被災地への支援に係る協力要請に対する

対応を含めできる限りの復旧・復興支援を実施する。また、国からの要請等に基づき、

必要な活動を行う。 



３ 

 

Ⅱ  調査研究事業 
  １．廃棄物処理事業の経営及び技術等に関する調査研究 

     廃棄物行政に係る制度改正への適切な対応など廃棄物処理事業が抱える課題につい

て、各種委員会を設置し、調査検討を実施する。 

  ２．廃棄物処理事業に関する調査研究 

     廃棄物処理事業に係る実態調査等を関係団体と共同して実施する。 

  ３．要望・意見交換会等 

    ①通常総会決議に基づき廃棄物処理事業の推進に関する要望書を政府与党に提出。 

    ②廃棄物行政に係る制度の改正や関係法令の見直しに向けた意見表明や意見交換 

     会の実施。 

  ４．廃棄物処理に関する図書の出版 

    ①令和 8 年版廃棄物処理施設整備実務必携 
     発行予定 令和 8 年 7 月 

     主な内容 1.循環型社会推進交付金交付要綱等 2.関係法令等 3.関係通知等 

 

 

Ⅲ  普及啓発事業 
  １．表彰等 

   ①環境大臣表彰 （令和 8 年度循環型社会形成推進功労者等）  
    令和 8 年 11 月中旬 東京都千代田区内 
   ②第 49 回会長表彰 
    功労賞及び有効賞 令和 8 年 5 月下旬開催予定の定時総会時 
    勤続賞      令和 8 年 4 月中・下旬開催の地区協議会総会時 
   ③感謝状の贈呈   令和 8 年 5 月下旬開催予定の定時総会時及び随時 
  ２．研修会等  

   ①春季施設見学会（令和 8 年 5 月下旬、前橋市の廃棄物処理施設を予定） 
   ②秋季施設見学会（令和 8 年 11 月上旬、宇都宮市の廃棄物処理施設を予定） 
   ③廃棄物行政実務者研修会        於：東京、令和 9 年 2 月予定 

   ④廃棄物処理施設積算要領研修会     於：東京・大阪、令和 8 年 11 月下旬予定 

   ⑤第 48 回全国都市清掃研究・事例発表会 於：山口市（山口県）、令和 9 年 1 月下旬 

  ３．広報活動    

   ①ホームページや機関誌を発行し、廃棄物処理に係る情報提供や普及啓発活動を行うと

ともに本会の事業活動を広く社会に伝達する。 

   ②３Ｒ活動推進フォ－ラムの設立趣旨に賛同し、循環型社会づくり活動の一層の推進の

ため、会員として参画し、３Ｒ活動を推進する。 

  ４．国際交流    

   ①海外の廃棄物関係団体との交流 

    ・海外の廃棄物関係団体訪問団の受入等 

    ・海外廃棄物処理事情調査団派遣  
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Ⅳ  技術指導相談事業 
  １．技術指導相談事業  

     本事業は、廃棄物処理施設建設工事に係る技術的助言・指導を行う。 

   (1) 技術指導 

      地方自治体からの求めに応じ、その技術力を補完する立場から、次の事項につい

て技術指導を行う。本事業は昭和 56 年度から実施している。 
     ①ごみ処理基本計画策定、②ごみ処理施設整備事業計画策定の助言、 

③環境影響調査、④発注仕様書審査、⑤見積図書審査、⑥実施設計審査、 

⑦建設監理援助、⑧性能試験援助、⑨運転・保全業務援助 

   (2) 技術相談 

      地方自治体または民間企業等の求めに応じ、ごみ処理施設など廃棄物処理施設の

建設や維持管理に関する技術相談に応じるとともに、これらに関する技術情報の提

供などを行う。又、廃棄物処理技術に関する問い合わせ等について専門的な立場か

ら回答・案内等を行う。 

  ２．廃棄物処理技術検証・確認事業  

     全国の廃棄物処理技術の向上と相互協力の見地から、地方公共団体の立場を理解し

たうえで企業が開発する廃棄物処理に係る技術について検証・確認し、地方公共団体

に新技術について技術情報提供を行う。 

 

 

Ⅴ  適正処理困難廃棄物対策事業 

  １．適正処理困難廃棄物対策事業 

   ①適正処理困難指定廃棄物対策協議会の運営 

     本協議会は、適正処理困難指定廃棄物の処理体制の整備に向け、関係者と協議する

に当たり市町村（会員以外の市町村も含む）の意向の集約化及び情報の把握等を行う

ため、設置されており、その事務局を当法人が担当し、その運営に当たる。 

   ②関係業界との協議 

   ③国への要望等 

 

  ２．使用済み乾電池等広域回収・処理事業  

   1）管理・運営協議会の運営 

      全国の市町村（会員以外の市町村も含む）を対象に本事業を実施するため、当法

人に事務局を置いて運営に当たる。 

① 使用済み乾電池等広域回収処理事業管理・運営協議会 

     日  時 令和 9 年 1 月上旬 

     場  所 札幌市内 



５ 

 

     主な議題 ・現年度使用済み乾電池等の広域回収・処理計画実施状況 

          ・次年度使用済み乾電池等広域回収・処理計画 

    ②関係者間（運搬業者、受入事業者等）の調整 

   ２）広域・回収処理計画の策定及び事業の実施と報告 

   ３）受入事業者の処理の実施状況について実地により確認 

 

 

Ⅵ  廃棄物処理プラント保険事業 

  １．「全都清」廃棄物処理プラント保険の取扱 

     本保険は、地方自治体が所有・使用・管理する廃棄物処理施設内の機械設備に 

    係る事故等を幅広く補償する保険として、昭和 61 年 4 月に発足、 39 年の実績を重

ねている。 

     令和 7 年 9 月現在において 64 団体（ 99 施設）が加入している。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



(単位：円）

8年度 7年度 増　減

Ⅰ　経常活動区分

（１）経常収益

受取入会金 600,000 600,000 0

受取会費 99,373,000 101,235,000 △ 1,862,000

事業収益 109,000,000 116,923,000 △ 7,923,000

雑収益 100,000 100,000 0

経常収益計 209,073,000 218,858,000 △ 9,785,000

（２）経常費用

調査研究事業費（公1） 27,899,000 25,691,000 2,208,000

普及啓発事業費（公2） 67,400,000 67,836,000 △ 436,000

技術指導相談事業費（公3） 75,985,000 81,885,000 △ 5,900,000

適正処理困難廃棄物対策事業費（公4） 22,517,000 22,959,000 △ 442,000

廃棄物処理プラント保険事業費（公5） 6,708,000 6,848,000 △ 140,000

公益事業共通費 700,000 700,000 0

管理費 15,864,000 15,939,000 △ 75,000

経常費用計 217,073,000 221,858,000 △ 4,785,000

当期経常収益費用差額 △ 8,000,000 △ 3,000,000 △ 5,000,000

Ⅱ　その他活動区分

（１）その他収益 28,000,000 3,000,000 25,000,000

①事務所積立金取崩 20,000,000 0 20,000,000

②事務機器整備積立金取崩 1,000,000 0 1,000,000

③国際交流支援積立金取崩 2,000,000 1,000,000 1,000,000

④適正処理困難対策積立金取崩 1,000,000 0 1,000,000

⑤緊急災害支援積立金取崩 4,000,000 2,000,000 2,000,000

（２）その他費用 0 0 0

その他収益費用差額 28,000,000 3,000,000 25,000,000

他会計振替額 0 0 0

税引前当期収益費用差額 0 0 0

法人税、住民税及び事業税 0 0 0

法人税等調整額 0 0 0

当期収益費用差額 20,000,000 0 20,000,000

活　動　計　算　書
令和8年4月1日から令和9年3月31日まで

科     目
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(単位：円）
一般純資産 指定純資産 合　　計

Ⅰ　経常活動区分

（１）経常収益

受取入会金 600,000 0 600,000

受取会費 99,373,000 0 99,373,000

事業収益 109,000,000 0 109,000,000

雑収益 100,000 0 100,000

経常収益計 209,073,000 0 209,073,000

（２）経常費用

調査研究事業費（公1） 27,899,000 0 27,899,000

普及啓発事業費（公2） 67,400,000 0 67,400,000

技術指導相談事業費（公3） 75,985,000 0 75,985,000

適正処理困難廃棄物対策事業費（公4） 22,517,000 0 22,517,000

廃棄物処理プラント保険事業費（公5） 6,708,000 0 6,708,000

公益事業共通費 700,000 0 700,000

管理費 15,864,000 0 15,864,000

経常費用計 217,073,000 0 217,073,000

当期経常収益費用差額 △ 8,000,000 0 △ 8,000,000

Ⅱ　その他活動区分

（１）その他収益 28,000,000 0 28,000,000

①事務所積立金取崩 20,000,000 0 20,000,000

②事務機器整備積立金取崩 1,000,000 0 1,000,000

③国際交流支援積立金取崩 2,000,000 0 2,000,000

④適正処理困難対策積立金取崩 1,000,000 0 1,000,000

⑤緊急災害支援積立金取崩 4,000,000 0 4,000,000

（２）その他費用 0 0 0

その他収益費用差額 28,000,000 0 28,000,000

他会計振替額 0 0 0

税引前当期収益費用差額 0 0 0

法人税、住民税及び事業税 0 0 0

法人税等調整額 0 0 0

当期収益費用差額 20,000,000 0 20,000,000

科     目

活動計算書の注記
（1）財源区分別内訳
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（2）会計区分及び事業区分別内訳
活動計算書　一般純資産の部

調査研究事業
(公1)

普及啓発事業
(公2)

技術指導相談
事業(公3)

適正処理困難
廃棄物対策事

業(公4)

廃棄物処理プラ
ント保険事業

(公5)
共通

Ⅰ　経常活動区分

（１）経常収益

受取入会金 600,000 0 0 0 0 0 600,000 0

正会員入会金収入 50,000 0 0 0 0 0 50,000 0

50,000 0 0 0 0 0 50,000 0

500,000 0 0 0 0 0 500,000 0

受取会費 99,373,000 12,699,000 41,150,000 3,785,000 2,317,000 5,658,000 0 33,764,000

正会員会費収入 74,033,000 9,461,000 30,652,000 2,820,000 1,731,000 4,215,000 0 25,154,000

1,000,000 128,000 414,000 38,000 23,000 57,000 0 340,000

24,340,000 3,110,000 10,084,000 927,000 563,000 1,386,000 0 8,270,000

事業収益 109,000,000 10,000,000 18,000,000 66,000,000 15,000,000 0 0 0

調査研究事業収入 10,000,000 10,000,000 0 0 0 0 0 0

普及啓発事業収入 18,000,000 0 18,000,000 0 0 0 0 0

技術指導相談事業収入 66,000,000 0 0 66,000,000 0 0 0 0

乾電池等広域処理手数料収入 15,000,000 0 0 0 15,000,000 0 0 0

雑収益 100,000 0 0 0 0 0 100,000 0

受取利息 100,000 0 0 0 0 0 100,000 0

経常収益計 209,073,000 22,699,000 59,150,000 69,785,000 17,317,000 5,658,000 700,000 33,764,000

（２）経常費用

役員報酬 10,570,000 2,643,000 2,643,000 2,114,000 1,585,000 528,000 0 1,057,000

給料手当 74,980,000 11,247,000 11,247,000 33,741,000 11,247,000 3,749,000 0 3,749,000

福利厚生費 13,090,000 1,964,000 1,964,000 5,890,000 1,963,000 654,000 0 655,000

退職給付引当金繰入 600,000 150,000 150,000 120,000 90,000 30,000 0 60,000

退職金 0 0 0 0 0 0 0 0

会議費 14,605,000 100,000 11,285,000 150,000 500,000 80,000 700,000 1,790,000

旅費交通費 19,481,000 238,000 4,633,000 11,400,000 1,100,000 245,000 0 1,865,000

通信運搬費 4,265,000 1,200,000 1,187,000 100,000 93,000 28,000 0 1,657,000

消耗品費 412,000 100,000 60,000 55,000 55,000 0 0 142,000

修繕費 437,000 85,000 110,000 90,000 85,000 25,000 0 42,000

印刷製本費 18,925,000 3,945,000 13,000,000 0 700,000 130,000 0 1,150,000

光熱水料費 800,000 120,000 120,000 360,000 120,000 40,000 0 40,000

賃借料 21,249,000 3,187,000 4,250,000 7,436,000 4,250,000 1,063,000 0 1,063,000

諸謝金 1,930,000 0 1,150,000 0 0 0 0 780,000

租税公課 5,247,000 645,000 1,506,000 1,989,000 514,000 136,000 0 457,000

負担金 430,000 0 30,000 0 0 0 0 400,000

委託費 15,100,000 2,120,000 440,000 12,540,000 0 0 0 0

会場費 6,532,000 100,000 6,115,000 0 160,000 0 0 157,000

表彰状記念品費 5,295,000 0 5,295,000 0 0 0 0 0

大規模災害支援事業費 2,000,000 0 2,000,000 0 0 0 0 0

交際費 50,000 0 0 0 0 0 0 50,000

借入利息 620,000 0 0 0 0 0 0 620,000

雑費 455,000 55,000 215,000 0 55,000 0 0 130,000

経常費用計 217,073,000 27,899,000 67,400,000 75,985,000 22,517,000 6,708,000 700,000 15,864,000

当期経常収益費用差額 △ 8,000,000 △ 5,200,000 △ 8,250,000 △ 6,200,000 △ 5,200,000 △ 1,050,000 0 17,900,000

Ⅱ　その他活動区分

（１）その他収益 28,000,000 5,200,000 8,250,000 6,200,000 5,200,000 1,050,000 0 2,100,000

①事務所積立金取崩 20,000,000 4,000,000 5,000,000 4,000,000 4,000,000 1,000,000 2,000,000

②事務機器整備積立金取崩 1,000,000 200,000 250,000 200,000 200,000 50,000 100,000

③国際交流支援積立金取崩 2,000,000 0 2,000,000 0 0 0 0

④適正処理困難対策積立金取崩 1,000,000 0 0 0 1,000,000 0 0

⑤緊急災害支援積立金取崩 4,000,000 1,000,000 1,000,000 2,000,000 0 0 0

（２）その他費用 0 0 0 0 0 0 0

その他収益費用差額 28,000,000 5,200,000 8,250,000 6,200,000 5,200,000 1,050,000 0 2,100,000

他会計振替額 0 0 0 0 0 0 0 0

　 税引前収益費用差額 0 0 0 0 0 0 0

法人税、住民税及び事業税 0 0 0 0 0 0 0 0

法人税等調整額 0 0 0 0 0 0 0 0

当期収益費用差額 20,000,000 0 0 0 0 0 0 20,000,000

(単位：円）

特別会員入会金収入

賛助会員入会金収入

特別会員会費収入

賛助会員会費収入

公益目的事業会計

法人会計
内部取引
等消去

科     目 計
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